
第１章
データでみる本県水産業の現状と取り巻く環境

説明が必要な用語は、右上に「※」を表示しています。説明は、P141～143を参照してください。

長崎県水産業振興基本計画
令和3年度－7年度



海面漁業・養殖業生産量

全国
436万トン
（100％）

全国
436万トン
（100％）

北海道23％

長崎7％長崎7％

宮城6％

茨城6％
静岡5％

その他53％

海面漁業・養殖業産出額

全国
1兆4238億円
（１００％）

全国
1兆4238億円
（１００％）

北海道19％

長崎7％長崎7％

愛媛6％

鹿児島5％

宮城6％

その他57％

第1章

１

※海岸線延長 全 国：３５，６１４km
うち長崎県： ４，１７７km（１１．７％）

（海岸統計 平成３０年度）

２

平成３０年の海面漁業・養殖業生産量及び産出額は、
北海道に次いで全国２位となっています。

【生産量・産出額】
Ｈ３０年 海面漁業・養殖業生産量 ３１４，３４３トン

海面漁業・養殖業産出額 ９９６億円

データでみる本県水産業の
現状と取り巻く環境

海況の特徴
本県は、九州の西北端に位置し、海岸線は、多く
の離島、半島、岬、湾、入江を形成し、変化に富ん
でいます。海岸線の長さは全国の約１２％にあたる約
４，１７７㎞（※）に及び、北海道に次ぎ２番目の長さとなっ
ています。
この海岸線に面した広大な海域には、九州西方を
北上する対馬暖流のほか、済州島方面からの黄海冷
水、九州からの沿岸水などが流入しており、多くの
島々や複雑な海底地形により、好漁場が形成され、
内湾から沖合までその漁場環境を活かした多種多様
な漁業が営まれています。

本県水産業の地位

資料：農林水産省「漁業・養殖業生産統計（Ｈ３０年）」

第１章 ｜ データでみる本県水産業の現状と取り巻く環境

２



本県は、全国屈指の水産県で漁業就業者数（人口千人対）が全国１位、漁業産出額と漁獲量は全国
２位であるほか、全国１位を誇る魚種等が多数存在しています。

漁業就業者（人口千人対） 全国１位
農林水産省「漁業センサス」
（Ｈ３０．１１．１）
総務省「推計人口」
（Ｈ３０．１０．１）

漁業産出額 全国２位
農林水産省「漁業センサス」
（Ｈ３０．１１．１）
農林水産省「平成２９年漁業産
出額」

海面漁業漁獲量計 全国２位 農林水産省「漁業・養殖業生
産統計」（Ｈ３０年）

（魚種別漁獲量）
くろまぐろ、うるめいわし、かたくちいわし、まあじ、むろあじ類、
ぶり類、たちうお、まだい、ちだい・きだい、いさき、さざえ、そ
の他のいか類（するめいか、あかいか以外）

全国１位

農林水産省「漁業・養殖業生
産統計」（Ｈ３０年）

さば類、あまだい 全国２位
そうだかつお類、あなご類 全国３位
うに 全国４位
まかじき、ひらめ 全国５位

海面養殖収穫量計 全国４位 農林水産省「漁業・養殖業生
産統計」（Ｈ３０年）

（魚種別収穫量）
くろまぐろ、ふぐ類、その他のぶり類（ぶり、かんぱち以外）、真珠
（中玉） 全国１位

農林水産省「漁業・養殖業生
産統計」（Ｈ３０年）

真珠（大玉） 全国２位
ひらめ、わかめ類 全国４位
しまあじ、まだい、こんぶ類 全国５位

漁船数 全国２位
農林水産省「漁業センサス」
（Ｈ３０．１１．１）
農林水産省「平成２９年漁業産
出額」

漁港数 全国２位 水産庁「漁港港勢の概要」（Ｈ
２８年）

煮干し品（いわし） 全国１位 水産加工統計調査（Ｈ２９年）

素干し品（するめ） 全国２位 水産加工統計調査（Ｈ２９年）

塩辛類（いか塩辛、その他） 全国５位 水産加工統計調査（Ｈ２９年）

資料：長崎県総合計画チェンジ＆チャレンジ２０２５

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章

第
７
章

第
８
章

第１章 ｜ データでみる本県水産業の現状と取り巻く環境

３



３

海面漁業・養殖業の生産量の推移（Ｓ５４年～Ｈ３０年）
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S59年 1,261万トン

長崎県ピーク
S54年 99万トン

H30年
全国 436万トン
長崎 31万トン

■ 養殖業
■ 沖合漁業
■ 沿岸漁業
■ 全国海面漁獲量

資料：九州農林水産統計年報

長崎県 海面漁業・養殖業の生産量の推移（Ｈ２５年～Ｈ３０年）

本県水産業の現状

１ 海面漁業・養殖業生産量

・本県の海面漁業・養殖業の生産量はＳ５４年の９９万トンをピークに減少しています。
・Ｈ１４年頃から、資源の変動や沿岸漁業の漁業者の減少、漁場環境の変化等による影響がある
ものの横ばいで推移しています。
・直近５ヵ年の沖合漁業（大臣管理）や中・小型まき網の生産量は、サバ類、マイワシ等の好
漁により増加傾向です。
・一方、大型定置網は横ばい、その他沿岸漁業は漁業経営体の減少により減少傾向にあります。

（単位：年、万トン）

Ｈ２５年 Ｈ２６年 Ｈ２７年 Ｈ２８年 Ｈ２９年 Ｈ３０年
海面漁業 ２４．４ ２４．０ ２９．６ ２８．６ ３１．７ ２９．１
海面養殖業 ２．１ ２．２ ２．１ １．９ ２．３ ２．４
合計 ２６．５ ２６．２ ３１．７ ３０．６ ３４．０ ３１．４

資料：九州農林水産統計年報
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漁業種類別生産量の推移（Ｈ２５年～Ｈ３０年）
（沖合漁業（大臣管理）・中・小型まき網・大型定置網・その他沿岸漁業）
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資料：九州農林水産統計年報

２ 海面漁業の生産量（漁業種類別、魚種別）と資源動向※

・直近５ヵ年の沖合漁業（大臣管理）や中・小型まき網の生産量は、サバ類、マイワシ等の好
漁により増加傾向です。
・一方、大型定置網は横ばい、その他沿岸漁業は漁業経営体の減少により減少傾向にあります。
・生産量が多いサバ類や資源が増加傾向にあるマイワシの漁獲が近年増加傾向。資源水準※は
中位から低位で増加傾向です。
・マアジは漁獲量に年変動はあるものの資源水準も中位で増加。煮干原料のカタクチイワシの
生産量は横ばいで、資源水準は低位です。
・ブリ類は、生産量の上下変動を繰り返しているが、資源水準は高位で、横ばいです。
・沿岸のヒラメ、マダイ、イサキ、タチウオの生産量は横ばい、マダイ、ヒラメの資源水準は
中位、タチウオは低位です。
・スルメイカは、生産量は減少傾向で、資源水準も低位から中位です。クロマグロの資源は、
低位で増加傾向です。

（単位：年、万トン）

Ｈ２５年 Ｈ２６年 Ｈ２７年 Ｈ２８年 Ｈ２９年 Ｈ３０年
海面漁業生産量 ２４．４ ２４．０ ２９．６ ２８．６ ３１．７ ２９．１
うち沖合漁業 １１．４ １１．４ １４．８ １３．８ １６．６ １４．５
うち沿岸漁業 １３．０ １２．７ １４．８ １４．９ １５．１ １４．５

中・小型まき網 ８．２ ８．１ ９．８ １０．６ １０．９ １０．６
大型定置網 ０．７ ０．６ ０．６ ０．６ ０．７ ０．６
その他沿岸漁業 ４．２ ４．０ ４．３ ３．７ ３．６ ３．３

資料：九州農林水産統計年報
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主要魚種の生産量推移
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資料：九州農林水産統計年報
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主要魚種の資源動向（全国）

魚種
年度（上段：水準 下段：動向）

資源量等概況
注）資源量が示されていないため、漁獲量の推移を記載

◎：高位 ○：中位 △：低位
Ｈ２７年 Ｈ３０年

マイワシ
○ ○ Ｈ１３年には１万トンを下回ったがＨ１６年以降から増加し、

近年は約４０万トンまで増加【増加】 【増加】

マアジ
○ ○

Ｈ１７年以降は４０万トン前後で推移し、近年は増加傾向
【横ばい】 【増加】

マサバ
（漁獲量はサバ類）

△ △ Ｈ１２年以降は５０万トン前後で推移し、Ｈ２６年以降は６０万
トン前後まで増加【横ばい】 【増加】

カタクチイワシ
△ △ Ｈ１６年から増加し始め、Ｈ１９年には２４７千トンとなった

が、それ以降は減少傾向を示し、近年は１０万トン前後で
推移【減少】 【横ばい】

ブリ
（漁獲量はブリ類）

◎ ◎ Ｈ１８年以降増加傾向であり、Ｈ２１年以降２０万トンを越え、
近年は３０．０万トン前後で推移【増加】 【横ばい】

スルメイカ
（冬季発生群）

○ △ Ｈ１年以降は概ね５０万～１００万トンで推移していたが、
Ｈ２７年以降減少に転じ、Ｈ３０年は１５．３万トン【減少】 【減少】

スルメイカ
（秋季発生群）

◎ ○ Ｈ１１～２６年には１００万～２００万トンであったが、Ｈ２７年以
降減少し、Ｈ３０年は６７．０万トン【横ばい】 【減少】

ケンサキイカ
△ △ 漁獲量注）はＨ１３年以降は１０千トン前後で推移した後、減

少して近年は７千トン前後で推移【減少】 【横ばい】

マダイ
△ ○ Ｈ１５年には１５千トンとなったがＨ１６年以降は増加し、近

年は１６～１７千トンの間で推移【減少】 【横ばい】

タチウオ
△ △ 漁獲量注）はＳ５６年頃には１６千トンであったが、以降は減

少してＨ２１年以降は１．５千トン前後で推移【横ばい】 【横ばい】

ヒラメ
○ ○ Ｈ１０年から急激に減少し、Ｈ１８年には３，５００トンまで回

復したが、近年は緩やかに減少し、Ｈ２９年は約３，２００トン【減少】 【減少】

クロマグロ
（太平洋）

△ △ 親魚資源量は、Ｈ５年頃のピークからＨ２２年は約１．２万
トンまで徐々に減少した後、徐々に増加してＨ２８年は約
２．１万トン【減少】 【増加】

サワラ
◎ ◎ 漁獲量注）はＨ９年には８２２トンとなったが、Ｈ１０年以降

は増加し、Ｈ１２年～Ｈ２８年は５千～１４千トンの範囲で推
移して、Ｈ２９年は１０．４千トン【増加】 【横ばい】

トラフグ
△ △

Ｈ１４年の約１千トンから減少傾向でＨ２９年は６９７トン
【減少】 【減少】

資料：我が国周辺水域の漁業資源評価
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海面漁業・養殖業産出額の推移（Ｓ５７年～Ｈ３０年）
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■ 全国海面漁獲量

資料：九州農林水産統計年報

長崎県 海面漁業・養殖業産出額の推移（Ｈ２５年～Ｈ３０年）

（単位：年、億円）

Ｈ２５年 Ｈ２６年 Ｈ２７年 Ｈ２８年 Ｈ２９年 Ｈ３０年
海面漁業 ６４２ ６３８ ６８１ ６４４ ６７９ ６３６
海面養殖業 ２８０ ３２１ ３１３ ３２５ ３７８ ３６０
合計 ９２２ ９５９ ９９５ ９６９ １，０５７ ９９６

資料：九州農林水産統計年報

３ 海面漁業・養殖業の産出額、海面漁業の主要魚種平均単価

・本県の海面漁業・養殖業の産出額はＳ５９年の２，２５９億円をピークに減少し、特に沖合漁業は
大きく減少しています。
・Ｈ１３年以降は１，０００億円前後で推移しています。
・魚種平均単価は総じて横ばい又は低下傾向です。漁獲量制限による資源管理に取り組むクロ
マグロや不漁のスルメイカの単価は上昇傾向です。
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資料：九州農林水産統計年報

魚種別平均単価の推移（Ｈ２３年～Ｈ３０年）
平均単価（円／kg）

Ｈ２３年 Ｈ２４年 Ｈ２５年 Ｈ２６年 Ｈ２７年 Ｈ２８年 Ｈ２９年 Ｈ３０年 平均単価 価格動向
クロマグロ ７９９ ９８３ １，１３６ ７６９ １，４００ １，１８１ １，２７４ １，７３２ １，１５９ ➡
マイワシ ８３ ８７ ７５ １２０ ７４ ６６ ７０ ６７ ８０ ➡

カタクチイワシ ５６ ７２ ６４ ６６ ６２ ５８ ５５ ５８ ６１ ➡
マアジ ２３５ ２８４ ２７３ ２６３ ２１０ ２２０ ２０３ ２２５ ２３９ ➡

サバ類 １３７ １１９ １３４ １３９ １１７ １１９ １０９ １０４ １２２ ➡

ブリ類 ２９４ ２９９ ２４５ ２９３ ２９１ ３１２ ２６５ ２６２ ２８３ ➡

ヒラメ １，２５９ １，３７９ １，３０２ １，３１２ １，３２９ １，３６８ １，３９８ １，３３２ １，３３５ ➡
タチウオ ７２０ ８１５ ８４４ ７４７ ９１９ ６４２ ６３４ ３９５ ７１５ ➡

マダイ ６３４ ６２９ ６６１ ５９３ ５８１ ５５６ ６５１ ６２９ ６１７ ➡
イサキ ７３５ ７１６ ７６８ ７３３ ７２０ ７０８ ６８９ ６８３ ７１９ ➡

サワラ類 ５８６ ４６８ ５０９ ４７０ ４９９ ４３６ ５５３ ４４７ ４９６ ➡

フグ類 １，０８３ ９０１ １，１０７ １，０５０ １，１７７ ６９６ － ５０４ ９３１ ➡

スルメイカ ２５７ ２３９ ２６５ ２６２ ２８３ ４９２ ５５０ ５３２ ３６０ ➡
ウニ類 ９６２ ９９２ ９０４ ８８１ ８８２ ８３０ １，０９４ ５７０ ８８９ ➡

資料：九州農林水産統計年報から計算
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長崎県 海面養殖業の生産量の推移（Ｈ２５年～Ｈ３０年）
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H25 H26 H27 H28 H29 H30 年

万トン

■その他
■クロマグロ
■フグ類
■マダイ
■ブリ類

（単位：トン）

Ｈ２５年 Ｈ２６年 Ｈ２７年 Ｈ２８年 Ｈ２９年 Ｈ３０年
ブリ類 ９，４１０ ８，２１７ ８，２２１ ７，６４０ ８，３５４ ８，９９０
マダイ ２，４２４ ２，４２６ ２，８５８ ２，５５４ ２，５６６ ２，２３４
フグ類 ２，５２８ ２，６７８ ２，０６７ １，７３７ ２，１１１ ２，３５３

クロマグロ ３，０７０ ４，６１６ ４，１２８ ４，４１４ ６，５５８ ６，５０２
その他 ３，８７８ ４，１４６ ３，９０４ ３，１２４ ３，５１５ ３，６７３
合計 ２１，３１０ ２２，０８３ ２１，１７８ １９，４６９ ２３，１０４ ２３，７５２

資料：九州農林水産統計年報

長崎県 海面養殖業の産出額の推移（Ｈ２５年～Ｈ３０年）
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４ 海面養殖業の生産量・産出額・単価

・ブリ、マダイ、フグ類（トラフグ）の生産量は横ばいです。
・クロマグロの生産が大きく伸びたことにより、県全体産出額も３６０億円を超えています。
・養殖用飼餌料の単価が高止まりする中、養殖魚の単価は伸び悩んでいます。
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（単位：百万円）

Ｈ２５年 Ｈ２６年 Ｈ２７年 Ｈ２８年 Ｈ２９年 Ｈ３０年
ブリ類 ６，８５３ ６，７７２ ６，８５３ ６，２７６ ６，８４７ ７，７５５
マダイ １，８６９ １，７８３ １，９７５ １，９６２ １，９９９ １，９０６
フグ類 ３，８１２ ３，８２４ ３，８２７ ４，１４０ ４，５９３ ３，７６９

クロマグロ ８，８３５ １２，５２７ １１，３９２ １２，６８１ １７，２７９ １５，０２０
その他 ６，５７２ ７，７３４ ７，８３４ ７，９２２ ７，０８９ ７，５５７
合計 ２７，９４１ ３２，６４０ ３１，８８１ ３２，９８１ ３７，８０７ ３６，００７

資料：九州農林水産統計年報（Ｈ２５年～Ｈ２８年は「種苗」を含む。）

養殖魚単価の推移（Ｈ２５年～Ｈ３０年）
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円/Kg

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

●クロマグロ
●フグ類
●ブリ類
●マダイ

資料：九州農林水産統計年報

養殖用餌料単価の推移（Ｈ２７年～Ｒ１年）

円/Kg
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●マアジ
●配合飼料
●サバ類
●カタクチイワシ

資料：漁業情報サービスセンター、水産庁
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水産加工の状況

年
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千トン

水産加工品生産量の推移
資料：農林水産省「水産加工統計調査」

水産加工品生産状況（Ｈ３０年）

品目
生産量（トン） 割合 全国

順位全国 長崎県 長崎県／全国
ねり製品（かまぼこ類） ５０９，５６９ ８，６３８ １．７０％ １７

冷凍食品 ２６１，９０７ ５，１３３ １．９６％ １８
素干し品 ７，０６９ １２１ １．７１％ ７
塩干品 １３９，５６９ ２，９８０ ２．１４％ １５
煮干し品 ５９，１７４ ６，２６０ １０．５８％ １
塩蔵品 １８１，６３０ ４１５ ０．２３％ １８
くん製品 ６，８４３ ３ ０．０４％ １５
節製品 ７９，６０９ ２３８ ０．３０％ ２０
その他 ３４６，７８５ ４，４５１ １．２８％ ２３

冷凍水産物 １，３９７，２０４ ９７，２５０ ６．９６％ ６
資料：農林水産省「水産加工統計調査」
注）ねり製品の長崎県生産量及び全国順位はかまぼこ類によるもの
注）全国順位は、公表数値の単純集計値より求めた。

５ 加工・流通

・水産加工品生産量の約８割を冷凍水産物が占めており、食用加工品の割合が低く、高次加工
品の生産量が少なくなっています。（冷凍水産物：全国６位、素干し：全国７位）。
・食用加工品製造業は伸び悩んでいますが、水産加工生産額は増加傾向となっています。
・水産加工場の形態については、他県に比べて個人経営の割合が高く、小規模経営が多くなっ
ています。
・水産物の流通実態としては、魚介類（藻類除く）の総流通量のうち漁協取扱が約３割を占め、
主な出荷先は県内では長崎魚市場、佐世保魚市場、松浦魚市場等の市場を中心として５割強、
福岡、京阪神、関東等への県外出荷が５割弱となっています。
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水産加工生産額の推移
（単位：億円）

業種 Ｈ２２年 Ｈ２３年 Ｈ２４年 Ｈ２５年 Ｈ２６年 Ｈ２７年 Ｈ２８年 Ｈ２９年 Ｈ３０年
水産缶詰・瓶詰製造業 ３１ ３０ ３２ ２６ ３０ 経

済
セ
ン
サ
ス
実
施

に
伴
い
算
出
さ
れ
ず

３０ ２７ ３１
海藻加工業 ３２ ｘ ２３ ２５ ２５ ２５ ２６ ２８

水産練製品製造業 １０２ １０８ ９７ ９２ ９１ ９０ ８８ ８６
塩干・塩蔵品製造業 １３ １７ ２１ ２２ ２７ ３７ ２６ ４５
冷凍水産食品製造業 ９０ ｘ ７７ ７８ ８１ ８２ ７１ ７６
その他（素干・煮干等） １３７ １５１ １２７ １１７ １１３ １１２ １２３ １１３
食用加工品製造業 計 ４０５ ３０６ ３７７ ３６０ ３６７ ３７７ ３６１ ３７７
冷凍水産物製造業 ２９ ｘ １２０ １３４ １３４ １４８ １７０ １４９

合計 ４３４ ４５０ ４９７ ４９４ ５０１ ５２５ ５３１ ５２６
資料：経済産業省「工業統計」

形態別工場数（Ｈ３０年）
単位：工場

都道府県名 計 個人 会社
組合

その他漁協、漁連、
生産組合

水産加工組合、
加工連 その他

全 国 ７，２８９ １，９１６
（２６．３％）

４，９６９
（６８．２％）

３０１
（４．１％）

２１
（０．３％）

３１
（０．４％）

５１
（０．７％）

北 海 道 ８６９ ９１
（１０．５％）

７２７
（８３．７％）

４２
（４．８％）

３
（０．３％）

２
（０．２％）

４
（０．５％）

宮 城 ２９１ ２４
（８．２％）

２５８
（８８．７％）

４
（１．４％）

４
（１．４％）

－
－

１
（０．３％）

長 崎 ４２６ ２０７
（４８．６％）

１８５
（４３．４％）

３０
（７．０％）

２
（０．５％）

－
－

２
（０．５％）

資料：農林水産省「２０１８年漁業センサス」

漁協共販出荷の主要仕向地（Ｈ２９年）

漁協
４１，４０４ｔ

県内（２３，３３９ｔ）
５６．４％

長崎主要市場（１０，５７７ｔ）
（長崎・佐世保・松浦）

２５．５％

県漁連（１１，２７６ｔ）
２７．２％

県内その他（１，４８５ｔ）
３．６％

福岡・その他九州、
下関（１４，１６３ｔ）
３４．２％

京阪神（１，８９１ｔ）
４．６％

関東（１，０００ｔ）
２．４％

県外その他（１，０１０ｔ）
２．４％

県外（１８，０６５ｔ）
４３．６％

資料：平成２９年水産物流通の実態調査
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食用魚介類の国内消費仕向量及び１人１年当たり消費量の推移
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資料：農林水産省「食料需給表」

生鮮魚介類の１人１年当たり購入量及びその上位品目の購入量の推移
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資料：水産庁「水産白書」

６ 水産物消費動向

・食用魚介類・肉類消費量や消費仕向量は、魚介類を肉類が上回っています。（消費量はＨ２３
年、消費仕向量はＨ２８年に肉類が上回る）
・生鮮魚介類の購入量は減少し続け、品目は、Ｈ元年のイカやエビから、現在はサケ、マグロ、
ブリが上位を占め、品目が変化しています。
・家計の食料支出額に占める調理食品や外食の支出額の割合が増加しています。
・女性の社会進出や共働き家庭の増加に伴う家事時間の減少により、外食や食の簡便化志向が
強まっています。
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食料支出額に占める外食等の支出額の割合の推移
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資料：水産庁「水産白書」

女性就業率と平日の男女別家事時間の推移

360

300

240

60

0

分
70

35

％

昭和50
（1975）

55
（1980）

60
（1985）

平成2
（1990）

7
（1995）

12
（2000）

17
（2005）

22
（2010）

27
（2015）

年

●女性就業率
  （右目盛）
●成人女性の
　家事の時間
  （左目盛）
●成人男性の
　家事の時間
  （左目盛）

資料：水産庁「水産白書」

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章

第
７
章

第
８
章

第１章 ｜ データでみる本県水産業の現状と取り巻く環境

１５



１経営体あたりの平均漁業所得の推移
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資料：浜の活力再生プランの所得データから県で作成

沿岸漁業者（一本釣等）の所得階層ごとの経営体数の推移

所得階層
Ｈ２５年 Ｈ３０年

増減
構成比 構成比

５００万円以上 ３７ ０．６％ ６７ １．４％ １８１．１％
３００－５００万円 １９５ ３．０％ １９６ ４．０％ １００．５％
１００－３００万円 １，５０８ ２３．６％ １，２９０ ２６．６％ ８５．５％
１００万円未満 ４，６６４ ７２．８％ ３，２９６ ６８．０％ ７０．７％

計 ６，４０４ ４，８４９ ７５．７％
資料：漁業センサスを基に県で推計

７ 水産経営（所得、コスト）

・平均漁業所得※は、Ｈ２５年と比較してＨ２９年までは順調に向上してきたものの、イカ類等の
漁獲量の減少等によりＨ３０年の所得は減少しています。
・一本釣等の沿岸漁業者のうち、６８％の漁業経営体が漁業所得１００万円未満で、依然として零
細な漁業者が多数を占めるが、所得３００万円以上、５００万円以上の構成比は増加しており、所
得階層は上方へ推移しています。
・Ａ重油価格は、Ｈ２０年やＨ２６年の高値から低下しているものの、年平均単価で６０円／Ｌから
８０円／Ｌで推移しており、依然として経費の２１％を占め、漁業経営に影響しています。
・漁業協同組合は、組合員数の減少に歯止めがかからず（Ｈ３０年度組合員数はＨ２５年度から１５％
減少）、それに伴い出資金額も減少しています。Ｈ３０年度の１組合あたりの事業総利益は管
理費の増加とその他の事業利益の減により前年度比９４％となっています。
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漁労支出の構成割合、Ａ重油（平均価格の推移）

H25年H25年 減価償却費
9%

雇用労賃
13%販売

手数料
8%

漁船・
漁具費
8%

修繕費
6%

えさ代
5%

租税公課諸負担
2%

その他
25%

油費
24%

H30年H30年
減価償却費
15%

雇用労賃
10%

販売
手数料
8%

漁船・
漁具費
8%

修繕費
9%

えさ代
2%

租税公課諸負担
4%

その他
23%

油費
21%

資料：漁業経営調査報告
漁船漁業（東シナ海区）の個人経営体
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H16

円/L

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 年

Ａ重油の平均価格の推移

資料：県漁連提供のデータから県で作成

漁業協同組合の組織と経営状況

年度 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０
組合数
（組合） ６９ ６８ ６８ ６８ ６８ ６８

組合員数
（人） ２６，２９１ ２５，５９０ ２４，４６４ ２３，７７７ ２３，１５６ ２２，３１３

正組合員数
（人） １０，１０３ ９，６８３ ９，４０３ ９，０４６ ８，７２４ ８，４０６

准組合員数
（人） １６，１８８ １５，９０７ １５，０６１ １４，７３１ １４，４３２ １３，９０７

総水揚額
（百万円） ６４，８５４ ６７，０２１ ６８，１１３ ６５，０４８ ６５，３４４ ６７，２２７

１組合平均
出資金額（百万円） １２５ １２２ １２０ １１７ １１４ １１１

１組合平均
事業総利益（千円） ８３，４７７ ８１，９２７ ８８，７８７ ８４，８０７ ８６，０２１ ８０，９３６

資料：県調べ
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長崎県の漁業就業者数の推移（Ｓ５３年～Ｈ３０年）

43,674 
41,414 

35,445 

29,189 

24,467

20,091 
17,466 

14,310 
11,762 

9,672 8,942 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

S53 S58 S63 H5 H10 H15 H20 H25 H30 R5予測※ R7予測※ 年

人

■65歳以上
■40～64歳
■40歳未満

資料：漁業センサス ※県予測

Ｈ２５とＨ３０の比較 （人）

Ｈ２５ Ｈ３０ 増減
４０歳未満 ２，１００ １，７２０ ▲３８０
４０～６４歳 ７，３２１ ５，３４８ ▲１，９７３
６５歳以上 ４，８８９ ４，６９４ ▲１９５
計 １４，３１０ １１，７６２ ▲２，５４８

資料：漁業センサス

年齢階層別 就業者構成割合

調査年 就業者数
（人） ４０歳未満 ４０～６４歳 ６５歳以上

Ｓ５３ ４３，６７４ ３４％ ５８％ ８％
Ｓ５８ ４１，４１４ ３１％ ６０％ ９％
Ｓ６３ ３５，４４５ ２８％ ６１％ １０％
Ｈ５ ２９，１８９ ２１％ ６２％ １７％
Ｈ１０ ２４，４６７ １７％ ５８％ ２５％
Ｈ１５ ２０，０９１ １５％ ５４％ ３１％
Ｈ２０ １７，４６６ １５％ ５２％ ３３％
Ｈ２５ １４，３１０ １５％ ５１％ ３４％
Ｈ３０ １１，７６２ １５％ ４５％ ４０％

Ｒ５予測※ ９，６７２ １４％ ４２％ ４４％
Ｒ７予測※ ８，９４２ １４％ ３９％ ４６％

資料：漁業センサス ※県予測

８ 漁業就業者

・Ｈ３０年の漁業就業者数は１１，７６２人（Ｈ５年比４０％（６割減）、Ｈ２５年比８２％）となり、減少
に歯止めがかからない状況です。また、６５歳以上が全体の４割を占め、高齢化が進行してい
ます。
・Ｈ２５年からＨ３０年までの漁業就業者の年齢構成の推移を見ると、４０～６４歳が約２千人減少し
ており、この傾向を踏まえてＲ７年の漁業就業者を予測すると８，９４２人となり、高齢化もさ
らに進行すると想定されます。
・新規漁業就業者は近年５ヶ年平均で約１７５名が確保され、移住者（ＵＩターン※）の就業が増
加。新規漁業就業者の定着率は３年後約８割程度です。
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新規漁業就業者数の推移（県調べ：年度）

年度 Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１
実績（人） １４５ １６９ １１０ １３４ １４７ １４６ １５２ １５２ １７０ １３６ １６３ １７５ １６５ １８３ １８７

５ヵ年平均（人） １４１ １５１ １７５

0

50

100

200

150

H26 H2７ H28 H２９ H３０ R1 年度

人

■Iターン
■Uターン
■地元
■漁家子弟
　（Uターン）
■漁家子弟

新規漁業就業者の年齢構成比

年齢 Ｈ２７～Ｒ１
平均（人）

構成比
（％）

～１９歳 ３０ １７％
２０～２９ ３９ ２２％
３０～３９ ２９ １７％
４０～４９ ２３ １３％
５０～５９ ２２ １３％
６０～ １９ １１％
女性 １３ ８％
合計 １７５ １００％

出身区分別 新規漁業就業者数（人）

新規漁業就業者の定着状況

各年度新規漁業
就業者数（人）

定着人数の推移（人）
１年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後

Ｈ２２ １４６ １３２ １３２ １０６ １０２ １０２
Ｈ２３ １５２ １３８ １３５ １３０ １２４ １１６
Ｈ２４ １５２ １３２ １２５ １２０ １１６ １１１
Ｈ２５ １７０ １５２ １４８ １４１ １３２ １２９
Ｈ２６ １３６ １２１ １１３ １０９ １０８ １０２
Ｈ２７ １６３ １４０ １３１ １３１ １２８
Ｈ２８ １７５ １５８ １５３ １４５
Ｈ２９ １６５ １４７ １３８
Ｈ３０ １８３ １７１
定着率（％） ８９％ ８５％ ８０％ ７７％ ７４％
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中・小型まき網漁業及び
定置網漁業の現状

中・小型まき網漁業、定置網漁業の
１経営体あたりの雇用者数

Ｈ２５年 漁 獲 量
〈千トン〉 経営体数

雇用者数
〈人〉

まき網 ８２ ６１ ９６３
定置網 １３ ２９６ ７５０
県内全体 ２４４ ７，６９０ ５，０９２

Ｈ３０年 漁 獲 量
〈千トン〉 経営体数

雇用者数
〈人〉

まき網 １０６ ５５ ７８７
定置網 １２ ２５７ ５４９
県内全体 ２９１ ５，９９８ ４，４０４

減少率
Ｈ３０／
Ｈ２５ 経営体数 雇用者数

まき網 ９０％ ８２％
定置網 ８７％ ７３％
県内全体 ７８％ ８６％

資料：漁獲量は農林水産統計年報
経営体数、就業者数は漁業セン
サスを基に県で集計

Ｈ２５年 平均
雇用者数

まき網 １５．８人
定置網
（大型） ７．１人

定置網
（小型） １．８人

Ｈ３０年 平均
雇用者数

まき網 １４．３人
定置網
（大型） ５．４人

定置網
（小型） １．４人

資料：漁業センサスを基に県で推計

外国人技能実習生の受入現状【実態】（Ｒ２年７月現在）

業種 受入経営体 受入人数 活用制度

いか釣り ７経営体 ８名 外国人技能実習制度
新たな外国人材受入制度

定置網 １経営体 ２名

外国人技能実習制度

固定式刺網 ３経営体 ５名
中型まき網 ５経営体 １５名
大中型まき網 ９経営体 ６０名
東シナ海延縄 １経営体 ２名

東シナ海かじき等
流し網 ３経営体 ９名

合計 ２９経営体（累計） １０１名
資料：県調べ

９ 雇用型漁業の現状（雇用状況）

・沿岸漁業のうち、特に中・小型まき網漁業と定置網漁業は、漁村地域において重要な雇用の
受け皿となっており、さらには加工業、流通業、造船関連業など、地域経済や社会の維持に
大きな役割を担う産業となっています。
・定置網は離島地域で多く経営されており、大型台風や急潮※等の気候変動の影響に左右され
やすく、従業員不足や高齢化が進んでいます。
・また、多くの乗組員を必要とする大中型まき網漁業等は、１回の出漁期間が長期に及ぶなど
の特殊な労働環境のため、日本人乗組員の確保が困難で高齢化も進んでおり、他の漁業種類
に比べて外国人技能実習制度※等を活用して外国人乗組員を積極的に受け入れしています。
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本県水産物輸出額の推移

0

2,000

4,000

H27 H28 H29 H30 R1 年度

百万円

■加工品
■冷凍品
■活鮮魚

資料：長崎県水産物海外普及協議会および民間企業等への聞き取りによる実績

東アジアにおける形態別の輸出割合（Ｒ１年度）

■活鮮魚（天然）　■活鮮魚（養殖）　■冷凍魚　■加工品

中国中国

23.5%

60.1%

［輸出額：1,410百万円］ ［輸出額：414百万円］ ［輸出額：20百万円］

15.4%
1.0%

韓国韓国

12.1%

84.0%

3.9%

香港香港

72.4%

27.6%

資料：長崎県水産物海外普及協議会および民間企業等への聞き取りによる実績

日本産水産物の魚種別輸出キロ単価（Ｒ１年度）

魚種 生鮮 冷凍 形態 備考
クロマグロ ４，６３６円 １，９９１円 ラウンド、ドレス他 太平洋クロマグロ
タイ １，０５８円 ３７５円 ラウンド、ドレス他 マダイ、キダイ、クロダイ他
ブリ １，４４５円 ５９６円 フィーレ、ラウンド ブリ、ヒラマサ、カンパチ
アジ ２，００３円 １３４円 ラウンド、ドレス他 マアジ、マルアジ

資料：財務省貿易統計より計算（輸出額／輸出量）

１０ 県産水産物の輸出

・Ｒ１年度の水産物輸出実績は約３１億円であり、東アジアを中心に北米、東南アジア等に輸出
しています。
・東アジアについては、クロマグロ、ブリ、マダイ、アジ等の活鮮魚による輸出が中心です。
・HACCP※認証が輸出の要件となっている国があり、県内におけるHACCP対応施設は１２施
設です。（Ｒ２年末現在）
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HACCPが輸出の要件となっている国・地域

資料：農林水産省食料産業局 HACCP関係資料

主要国の輸出要件等
米国 EU ブラジル

輸出要件

○米国内で消費される食品を製造、加
工、包装、保管する全ての施設の
FDA登録が義務化

○対象施設にHACCPの概念を取り
入れた措置の計画・実行を義務付け

一次生産を除く全ての食品の生産、加
工、流通事業者にHACCPの概念を
取り入れた衛生管理を義務付け

加工場は、ブラジルが定める衛生基準
（HACCPによる衛生管理）を満たし
ていることが要件

登録・認定の
対象 登録・認定の要否 登録・認定者 登録・認定の要否 登録・認定者 登録・認定の要否 登録・認定者

漁船 － － ○ 都道府県 － －

市場 － － ○ 都道府県 － －

養殖場 － － ○ 都道府県 － －

加工場 ○ 厚労省
大日本水産会 ○ 水産庁 ○ 登録検査機関

資料：農林水産省食料産業局 HACCP関係資料
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沖合漁業
46%沿岸漁業

46%

養殖業
8%

30歳以下
18%

31～40歳
15%

41～50歳
17%

51～60歳
30%

61歳以上
20%

日本人
86%

外国人
14%

～10年未満
33%

10～15年
未満
2%

15～
20年
未満
16%

20～25年
未満
13%

25年以上
36%

１１ 沖合漁業

・本県漁業生産量の４割以上を占める沖合漁業（大臣管理）は、国（農林水産大臣）の管理の
もと、東シナ海、日本海等を主な漁場として多くは会社経営で営まれ、その従業員数は約１，０００
名と本県雇用の受け皿となっています。
・日本人の乗組員は、６１歳以上の割合が２割を占めており、求人活動を行っている経営体にお
いても、若年層乗組員の確保が困難な状況です。このため、労働環境・雇用条件を改善する
とともに、外国人技能実習制度等を活用して外国人乗組員を積極的に雇用しています。
・主漁場である東シナ海における外国漁船との漁場競合、資源の減少、魚価の低迷等によって
厳しい経営環境が続いています。
・漁獲物の付加価値向上や海外輸出に対応するため、漁船内の冷凍・冷蔵設備の改善等による
鮮度向上や衛生管理の強化が重要です。

大中型
まき網

以西
底びき網

沖合
底びき網

東シナ海
はえ縄等 計

経営体数 １２ ２ ２ １１ ２７
許認可数 ２１ ４ ４ １７ ４６
乗組員数

（外国人含む） ８１７ ９５ ２５ ６１ ９９８

資料：長崎県調べ

経営体数、許可隻数、乗組員数
（Ｒ２年７月現在）

生産量の割合（Ｈ３０年）

乗組員年齢構成（日本人のみ）
（Ｒ２年７月現在）

乗組員に占める外国人の割合
（Ｒ２年７月現在）

許可船舶の船齢（Ｒ２年７月現在）

資料：九州農林水産統計年報

資料：長崎県調べ

資料：長崎県調べ

資料：長崎県漁船登録システム
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1955年から2019年までの回帰直線

+1.37℃
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588 608 622 651 676 695 711 739

年度

H1
（1989）

H5
（1993）

H10
（1998）

H20
（2008）

H25
（2013）

年

藻場面積
（ha）

15,000

10,000

5,000

0

13,355ha
（環境省調査）

8,394ha
（環境省調査） 春藻場

（5,586ha）

8,161ha
（MSS調査）

四季藻場
（2,575ha）

磯焼けの拡大

海藻の食害の様子

南方系海藻への変化

１２ 漁場、漁港

・水産資源の回復に向け、水産生物の生活史に基づく沿岸から沖合までの一体的な漁場整備を
実施しています。魚礁※、増殖場※、マウンド礁※など、県が整備した漁場の面積は、Ｒ１年
度までの累積で７３９km２となっています。
・海水温上昇に伴い、藻場※面積はＨ１年の約１３，４００haからＨ２５年の約８，２００haへ大きく減少
しています。その後の取組により一部には回復が見られてきた藻場もありますが、特にイス
ズミ等の食害動物による影響が大きく、継続した対策が必要です。また、藻場の構成種も変
化し、アラメ・カジメ等の四季藻場※が減少し、南方系ホンダワラ類※等の春藻場※へと変化
しています。
・長崎県内には２３９の漁港があり、地域の漁業活動や生活の場、交通の拠点として重要な役割
を担っています（漁港数は北海道についで全国第２位）。特に、特定第３種漁港である長崎
漁港は、全国的な水産物流通・生産の拠点となっています。

県が実施している漁場整備

水温の変化 藻場の状況

漁場整備のイメージ 漁場整備面積

年平均海水温の経年変化（女島表面水温）

（西日本海況旬報より）
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漁港の港勢

漁港種別 漁港数 隻数 陸 揚 量
（ｔ）

陸揚金額
（百万円）

【第１種】 利用範囲が地元の漁業を主とする漁港 １９２ ８，９８４ ３８，３８４ １３，９６６

【第２種】 利用範囲が第１種漁港よりも広く第３種漁港に属さない漁港 ３２ ３，０８１ １９，４８０ ８，２５０

【第３種】 利用範囲が全国的な漁港 ４ ３３４ １，２８８ ６３４

【特定第３種】
第３種漁港のうち水産業の振興上特に重要な漁港で政令で定め
るもの
本県では長崎漁港のみ（全国に１３漁港）

１ ２１５ ６７，３７２ １８，０３３

【第４種】 離島その他辺地にあって漁場の開発又は漁船の避難上特に必要
な漁港 １０ ５８８ ３，１８３ ２，２０８

合計 ２３９ １３，２０２ １２９，７０７ ４３，０９１

資料：Ｈ３０年漁港港勢調査

【漁港種別ごとの主な役割】
第１種漁港 第２種漁港

越高漁港（対馬市） 阿翁浦漁港（松浦市）

地域の生活を下支えし、漁船の準備・休憩のための役割を担う 漁船漁業や増養殖生産の拠点として中核的な役割を担う

特定第３種漁港 第４種漁港
長崎漁港（長崎市） 荒川漁港（五島市）

県内外への流通や海外向けに水産物を輸出する役割を担う 荒天時の漁船避難のための役割を担う
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　科学的知見による資源評価に基づく数量管理を基本とする管理方法とすると
ともに、国際的な枠組みを通じた資源管理を徹底し、漁業取締体制も強化
　　　資源の維持・増大による、安定した漁業の実現
　　　国際交渉における発言力の向上等により周辺水域の資源も維持・増大

水産政策の改革 目指すべき
将来像

水産資源の
適切な管理

と
水産業の
成長産業化
の両立

漁業者の
所得向上

年齢バランス
のとれた
漁業就業構造
の確立

資源管理

　輸出を視野に入れて、産地市場の統合等により品質面・コスト面等で競争力
のある流通構造を確立
　　　流通コストの削減や適正な魚価の形成により、漁業者の手取りが向上

水産物の流通・加工

　沿岸における海面利用制度を見直し、漁業権
制度を堅持しつつ、プロセスの透明化や、水域
を適切・有効に活用している者の利用を優先
　国内外の需要も見据え、戦略的に養殖を振興

安心して漁業経営や将来への投資が可能
需要増大にあわせて養殖生産量を増大

養殖・沿岸漁業
　IQの導入などと合わせて、漁業許可制度を
見直し、トン数制限など安全性の向上等に向け
た漁船の大型化を阻害する規制を撤廃

良好な労働環境の下で最新機器を駆使し
た若者に魅力ある漁船を建造し、効率的
で生産性の高い操業を実現

遠洋・沖合漁業

資源管理から流通に至るまでICTを活用

資料：水産庁資料より

１３ 国の水産政策※の改革

・水産資源の適切な管理と水産業の成長産業化を両立させ、漁業者の所得向上と年齢バランス
のとれた漁業就業構造を確立するため、資源管理措置並びに漁業許可及び免許制度等の漁業
生産に関する基本的制度の一体的な見直しを実施。
・TAC※を基本とする新たな漁業管理システムの導入
資源管理の状況・生産データ等の把握を適切に行う体制づくりを行うとともに、資源調査体
制を抜本的に拡充し、科学的・効果的な評価方法及び管理方法を構築。
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